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平成 17 年３月期  第３四半期財務・業績の概況（連結） 
 

平成 17 年１月 28 日 
 

上場会社名  株式会社 滋 賀 銀 行               （コード番号：８３６６  東証・大証 第１部） 

 （ＵＲＬ  http://www.shigagin.com） 
 

問 合 せ 先 代表者役職・氏名 取締役頭取   田  紘  一  

 責任者役職・氏名 
総合企画部
主 計 室 長 今  井  信一郎 ＴＥＬ：（０７７）５２１－２２０５

 

１．四半期財務情報の作成等に係る事項 

① 会計処理の方法における簡便な方法の採用の有無     ：  有 

    （内容） 

 当行は、中間連結財務諸表等の作成基準をベースとしつつ、一部「簡便な手続き」を採用して四半期財務諸

表を作成しておりますが、採用した会計処理基準に関する重要な事項は、添付資料の８頁「Ⅴ．四半期連結財

務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載しております。 

 なお、四半期財務・業績に関する計数は、監査法人による監査を受けておりません。 

② 最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更の有無 ：  無 

③ 連結及び持分法の適用範囲の異動の有無             ：  有 

    （内容） 

・連結（新規）１社    （除外）－社            ・持分法（新規）－社    （除外）－社 

  滋賀保証サービス株式会社は、設立により平成 17 年３月期第１四半期から連結の範囲に含めております。
   

２．平成 17 年３月期第３四半期財務・業績の概況（平成 16 年４月１日～平成 16 年 12 月 31 日） 

(1)  経営成績（連結）の進捗状況                    (注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 経  常  収  益 経  常  利  益 
四半期(当期) 
純   利   益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17 年３月期第３四半期 ６３,２６４ ―― １２,８９６ ―― ８,７０５ ―― 

16 年３月期第３四半期 ―― ―― ―― ―― ―― ―― 

（参考）  16 年３月期 ８４,１２５ ３.５ １１,３７８ ３５０.１ ６,１９１ １６３.９
 

 
１株当たり四半期 
(当 期) 純 利 益 

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
(当 期) 純 利 益 

 

 円 銭 円 銭  

17 年３月期第３四半期 ３２ ８８ ― ―  

16 年３月期第３四半期 ―― ―― ―― ――  

（参考）  16 年３月期 ２４ １５ ２３ ０６  

(注) １．経常収益、経常利益等におけるパーセント表示は、対前年同四半期(対前年)増減率であります。 

２．平成 17 年３月期第１四半期より、四半期財務・業績の概況を開示しておりますので、前年同四半期実績及び

増減率については記載しておりません。 

３．当第３四半期の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益は、潜在株式がないので記載しておりません。 

 

［経営成績（連結）の進捗状況に関する定性的情報等］ 
 
  第３四半期までのわが国経済は、年度前半は回復基調が続いたものの、景気を支えてきた輸出及び設備投資が年度

半ばより鈍化したことに伴い、プラス成長を維持しつつも減速傾向となりました。このような状況下、金融面では、

引き続き日本銀行によるゼロ金利政策が維持される展開となりました。 

  こうした情勢のもと、当行グループは、今年度から３カ年を計画年度とする『新世紀第２次長期経営計画』をスタ

ートさせ、よりたくましい滋賀銀行グループを創造するため、「創造的実践」をキーワードに「ビジネスモデルの変

革による収益力の強化」をメインテーマに掲げ、従来からの基本方針である「３つのＣ」①コンソリデーション

(Consolidation：粗利益の増加)、②クレジット・リスク(Credit Risk：損失の抑制)、③コスト・コントロール(Cost 

Control：経費の削減)をより徹底・強化するとともに、「財務戦略」「業務戦略」「人事戦略」の連関性を一層強めて、

収益力の強化に取り組んでおります。この結果、当第３四半期の経営成績は、上記のとおりとなりました。  
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(2)  財政状態（連結）の変動状況 

 総  資  産 株 主 資 本 株主資本比率 
１株当たり 
株 主 資 本 

 百万円 百万円 ％ 円 銭

17 年３月期第３四半期 ４,０１３,９４１ ２１５,０１８ ５.４ ８１２ １０

16 年３月期第３四半期 ―― ―― ――            ――   ―― 

（参考）  16 年３月期 ３,８８１,５９９ ２０７,６８７ ５.４ ７８５ ８６
 

【連結キャッシュ・フローの状況】 

 
営 業 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー

投 資 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー

財 務 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物
四半期末(期末)残高

 百万円 百万円 百万円 百万円

17 年３月期第３四半期 １６４,５１７ △１３８,２７９ △６７７ ７２,２６８

16 年３月期第３四半期 ―― ―― ―― ―― 

（参考）  16 年３月期 ７１,４８３ △６２,３１０ △１４,４５７ ４６,７０９

(注) 平成 17 年３月期第１四半期より、四半期財務・業績の概況を開示しておりますので、前年同四半期実績につい

ては記載しておりません。 

 

［財政状態（連結）の変動状況に関する定性的情報等］ 
 
 当第３四半期末における財政状態(連結)につきましては、総資産は４兆１３９億円(前連結会計年度末比１,３２３

億円増加)、株主資本は２,１５０億円(同７３億円増加)となりました。 

 主要な勘定残高は、預金等(譲渡性預金を含む)の四半期末残高が３兆５,６９１億円(同６５３億円増加)、貸出金

は事業性貸出は引き続き伸び悩んだものの住宅ローンは堅調に推移し、貸出金の四半期末残高は２兆３,１０８億円

(同６８０億円増加)となりました。また、有価証券の四半期末残高は１兆４,１４８億円(同１,０５４億円増加)とな

りました。 

 

 

［参考］ 

平成 17 年３月期の連結業績予想（平成 16 年４月１日～平成 17 年３月 31 日） 
 

 経  常  収  益 経  常  利  益 
当 期 
純 利 益 

 百万円 百万円 百万円 

通          期 ８２,０００ １４,５００ ８,５００ 

 (参考) １株当たり予想当期純利益(通期)  32 円 10 銭 

 

［業績予想に関する定性的情報等］ 
 
 平成 17 年３月期第３四半期までの損益状況は、与信コストの大幅な減少を主因として予想を上回るペースで推移

しており、平成 17 年３月期(通期)の業績予想のうち、経常利益を１４,５００百万円(平成 16 年 11 月 19 日公表の予

想：１３,５００百万円)、当期純利益を８,５００百万円(同：７,５００百万円)に、それぞれ上方修正いたします。

 

以  上  
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〔添付資料〕 
 

Ⅰ．四半期連結貸借対照表 
(単位：百万円、％) 

当 四 半 期 前年同四半期 (参考) 

(平成 17 年３月期
第３四半期末)

(平成 16 年３月期
第３四半期末)

増 減 前連結会計年度末
(平成 16 年３月期末)科      目 

金    額 金    額 金    額 増減率 金    額 

( 資 産 の 部 )     

現金預け金 73,178 ―― ―― ―― 47,202 

コールローン及び買入手形 5,167 ―― ―― ―― 103,374 

買入金銭債権 9,529 ―― ―― ―― 8,217 

商品有価証券 1,562 ―― ―― ―― 1,282 

金銭の信託 35,123 ―― ―― ―― 11,727 

有価証券 1,414,807 ―― ―― ―― 1,309,334 

貸出金 2,310,840 ―― ―― ―― 2,242,745 

外国為替 4,925 ―― ―― ―― 5,934 

その他資産 35,151 ―― ―― ―― 32,190 

動産不動産 84,036 ―― ―― ―― 83,494 

繰延税金資産 10,730 ―― ―― ―― 17,458 

連結調整勘定 29 ―― ―― ―― 52 

支払承諾見返 54,464 ―― ―― ―― 50,756 

貸倒引当金 △25,575 ―― ―― ―― △32,141 

投資損失引当金 △30 ―― ―― ―― △30 

資 産 の 部 合 計 4,013,941 ―― ―― ―― 3,881,599 

( 負 債 の 部 )     

預金 3,443,641 ―― ―― ―― 3,382,146 

譲渡性預金 125,472 ―― ―― ―― 121,612 

コールマネー及び売渡手形 14,620 ―― ―― ―― 2,430 

債券貸借取引受入担保金 68,555 ―― ―― ―― 34,205 

借用金 38,828 ―― ―― ―― 38,538 

外国為替 64 ―― ―― ―― 98 

その他負債 28,717 ―― ―― ―― 23,510 

退職給付引当金 7,628 ―― ―― ―― 6,626 

再評価に係る繰延税金負債 14,782 ―― ―― ―― 12,326 

支払承諾 54,464 ―― ―― ―― 50,756 

負 債 の 部 合 計 3,796,776 ―― ―― ―― 3,672,253 

(少 数 株 主 持 分 )  ―― ―― ――  

少数株主持分 2,146 ―― ―― ―― 1,658 

( 資 本 の 部 )     

資本金 33,076 ―― ―― ―― 33,076 

資本剰余金 23,958 ―― ―― ―― 23,942 

利益剰余金 113,586 ―― ―― ―― 105,636 

土地再評価差額金 14,724 ―― ―― ―― 18,162 

その他有価証券評価差額金 29,995 ―― ―― ―― 27,436 

自己株式 △324 ―― ―― ―― △566 

資 本 の 部 合 計 215,018 ―― ―― ―― 207,687 

負債、少数株主持分 
及び資本の部合計 

4,013,941 ―― ―― ―― 3,881,599 

(注) １．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２．平成 16 年３月期第３四半期末の計数は、四半期決算を実施していないため記載しておりません。 
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Ⅱ．四半期連結損益計算書 
(単位：百万円、％) 

当 四 半 期 前年同四半期 (参考) 

(平成 17 年３月期
第 ３ 四 半 期)

(平成 16 年３月期
第 ３ 四 半 期)

増 減 前連結会計年度 
(平成 16 年３月期)科      目 

金    額 金    額 金    額 増減率 金    額 

経常収益 63,264 ―― ―― ―― 84,125 

資金運用収益 45,658 ―― ―― ―― 60,206 

(うち貸出金利息) (32,253) ―― ―― ―― (44,424)

(うち有価証券利息 
 配当金) 

(13,212) ―― ―― ―― (15,290)

役務取引等収益 9,164 ―― ―― ―― 11,493 

その他業務収益 6,566 ―― ―― ―― 9,423 

その他経常収益 1,874 ―― ―― ―― 3,001 

経常費用 50,367 ―― ―― ―― 72,746 

資金調達費用 2,896 ―― ―― ―― 3,535 

(うち預金利息) (1,237) ―― ―― ―― (2,017)

役務取引等費用 2,504 ―― ―― ―― 3,168 

その他業務費用 8,344 ―― ―― ―― 7,347 

営業経費 34,443 ―― ―― ―― 43,408 

その他経常費用 2,178 ―― ―― ―― 15,286 

経常利益 12,896 ―― ―― ―― 11,378 

特別利益 4,046 ―― ―― ―― 1,260 

特別損失 2,638 ―― ―― ―― 1,599 

税金等調整前 
四半期(当期)純利益 

14,305 ―― ―― ―― 11,039 

法人税、住民税 
及び事業税 

887 ―― ―― ―― 1,319 

法人税等調整額 4,600 ―― ―― ―― 3,190 

少数株主利益 112 ―― ―― ―― 338 

四半期(当期)純利益 8,705 ―― ―― ―― 6,191 

(注) １．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２．平成 16 年３月期第３四半期の計数は、四半期決算を実施していないため記載しておりません。 
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Ⅲ．四半期連結剰余金計算書 
(単位：百万円) 

 当 四 半 期 前年同四半期 (参考) 

 
 (平成 17 年３月期 
 第 ３ 四 半 期) 

 (平成 16 年３月期 
 第 ３ 四 半 期) 

前連結会計年度 
(平成 16 年３月期) 

区    分 金    額 金    額 金    額 

(資本剰余金の部)    

資本剰余金期首残高 23,942 ―― 19,853 

資本剰余金増加高 16 ―― 4,088 

 新株予約権付社債の権利行使による増加 ― ―― 4,088 

 自己株式処分差益 16 ―― ― 

資本剰余金減少高 ― ―― ― 

資本剰余金四半期末(期末)残高 23,958 ―― 23,942 

(利益剰余金の部)    

利益剰余金期首残高 105,636 ―― 99,857 

利益剰余金増加高 9,284 ―― 7,066 

 四半期(当期)純利益 8,705 ―― 6,191 

 土地再評価差額金取崩額 579 ―― 874 

利益剰余金減少高 1,335 ―― 1,286 

 配当金 1,320 ―― 1,271 

 役員賞与 15 ―― 15 

利益剰余金四半期末(期末)残高 113,586 ―― 105,636 

(注) １．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２．平成 16 年３月期第３四半期の計数は、四半期決算を実施していないため記載しておりません。 
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Ⅳ．四半期連結キャッシュ・フロー計算書 
(単位：百万円) 

 当 四 半 期 前年同四半期 (参考) 

 
 (平成 17 年３月期 
 第 ３ 四 半 期) 

 (平成 16 年３月期 
 第 ３ 四 半 期) 

前連結会計年度 
(平成 16 年３月期) 

区    分 金    額 金    額 金    額 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期(当期)純利益 14,305 ―― 11,039 

減価償却費 6,912 ―― 8,394 

連結調整勘定償却額 22 ―― 59 

貸倒引当金の増加額 △6,565 ―― △6,350 

投資損失引当金の増加額 ― ―― △10 

債権売却損失引当金の増加額 ― ―― △1,214 

退職給付引当金の増加額 1,002 ―― △98 

資金運用収益 △45,658 ―― △60,206 

資金調達費用 2,896 ―― 3,535 

有価証券関係損益(△) 1,481 ―― 362 

金銭の信託の運用損益(△) △505 ―― △185 

為替差損益(△) 1 ―― 23 

動産不動産処分損益(△) 580 ―― 71 

所有土地の償却額 989 ―― 1,413 

所有建物の償却額 52 ―― 4 

貸出金の純増(△)減 △68,095 ―― △5,932 

預金の純増減(△) 61,494 ―― △10,124 

譲渡性預金の純増減(△) 3,860 ―― 25,207 

借用金(劣後特約付借入金を除く) 
の純増減(△) 

289 ―― △24 

預け金(日銀預け金を除く) 
の純増(△)減 

△416 ―― 4,492 

コールローン等の純増(△)減 96,896 ―― 6,797 

コールマネー等の純増減(△) 12,189 ―― △5,654 

債券貸借取引受入担保金 
の純増減(△) 

34,350 ―― 33,496 

外国為替(資産)の純増(△)減 1,009 ―― △982 

外国為替(負債)の純増減(△) △34 ―― 15 

資金運用による収入 43,416 ―― 60,121 

資金調達による支出 △2,602 ―― △4,308 

その他 7,508 ―― 12,474 

小計 165,381 ―― 72,417 

法人税等の支払額 △864 ―― △933 

営業活動によるキャッシュ・フロー 164,517 ―― 71,483 
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(単位：百万円) 

 当 四 半 期 前年同四半期 (参考) 

 
 (平成 17 年３月期 
 第 ３ 四 半 期) 

 (平成 16 年３月期 
 第 ３ 四 半 期) 

前連結会計年度 
(平成 16 年３月期) 

区    分 金    額 金    額 金    額 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

有価証券の取得による支出 △323,949 ―― △394,036 

有価証券の売却による収入 117,406 ―― 106,097 

有価証券の償還による収入 101,176 ―― 244,572 

金銭の信託の増加による支出 △24,004 ―― △8,804 

金銭の信託の減少による収入 0 ―― 0 

動産不動産の取得による支出 △8,952 ―― △9,896 

動産不動産の売却による収入 43 ―― 155 

連結子会社の株式追加取得 
による支出 

― ―― △398 

投資活動によるキャッシュ・フロー △138,279 ―― △62,310 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

劣後特約付借入による収入 8,000 ―― ― 

劣後特約付借入金の返済による支出 △8,000 ―― ― 

新株予約権付社債の償還による支出 ― ―― △13,099 

配当金支払額 △1,320 ―― △1,271 

少数株主への配当金支払額 △2 ―― △2 

自己株式の取得による支出 △85 ―― △84 

自己株式の売却による収入 730 ―― ― 

財務活動によるキャッシュ・フロー △677 ―― △14,457 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 ―― △18 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減(△)額 25,559 ―― △5,303 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 46,709 ―― 52,012 

Ⅶ 現金及び現金同等物の四半期末(期末) 
残高 

72,268 ―― 46,709 

(注) １．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２．平成 16 年３月期第３四半期の計数は、四半期決算を実施していないため記載しておりません。 
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Ⅴ．四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

１．連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社  14 社 

連結子会社名 しがぎんビジネスサービス株式会社、滋賀柏原代理店株式会社、しがぎん不動産株式会社、滋

賀余呉代理店株式会社、しがぎんキャッシュサービス株式会社、しがぎんアシスタントサービ

ス株式会社、滋賀朽木代理店株式会社、滋賀西浅井代理店株式会社、滋賀保証サービス株式会

社、しがぎんコンピュータサービス株式会社、株式会社しがぎん経済文化センター、株式会社

滋賀ディーシーカード、しがぎんリース・キャピタル株式会社、株式会社しがぎんジェーシー

ビー 

 なお、滋賀保証サービス株式会社は、設立により平成 17 年３月期第１四半期から連結の範囲に含めております。 

(2) 非連結子会社  該当ありません。 

 

２．持分法の適用に関する事項 

 持分法適用の非連結子会社、持分法適用の関連会社、持分法非適用の非連結子会社、持分法非適用の関連会社の

いずれも該当ありません。 

 

３．連結子会社の四半期決算日等に関する事項 

 すべての連結子会社の四半期決算日は、四半期連結決算日と一致しております。 

 

４．会計処理基準に関する事項 

(1) 商品有価証券の評価基準及び評価方法 

 当行の保有する商品有価証券の評価は、時価法(売却原価は主として移動平均法により算定)により行ってお

ります。 

(2) 有価証券の評価基準及び評価方法 

(ｲ) 有価証券の評価は、売買目的有価証券については時価法(売却原価は主として移動平均法により算定)、満期

保有目的の債券については移動平均法による償却原価法(定額法)、その他有価証券のうち時価のあるものにつ

いては四半期連結決算日の市場価格等に基づく時価法(売却原価は主として移動平均法により算定)、時価のな

いものについては移動平均法による原価法又は償却原価法により行っております。なお、その他有価証券の評

価差額については、全部資本直入法により処理しております。 

(ﾛ) 当行の保有する有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている

有価証券の評価は、時価法により行っております。連結子会社の保有する金銭の信託において信託財産を構成

している有価証券の評価は、上記(ｲ)と同じ方法により行っております。 

(3) デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

 当行のデリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

(4) 減価償却の方法 

① 動産不動産 

 当行の動産不動産は、定率法(ただし、平成 10 年４月１日以後に取得した建物(建物附属設備を除く。)に

ついては定額法)を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分し計上しております。 

 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

  建物  ３年～50 年 

  動産  ３年～20 年 

 連結子会社の動産不動産については、資産の見積耐用年数に基づき、主として定率法を採用し、年間減価

償却費見積額を期間により按分し計上しております。 

② ソフトウェア 

 自社利用のソフトウェアについては、当行並びに連結子会社で定める利用可能期間(主として５年)に基づ

く定額法により償却しております。 
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(5) 貸倒引当金の計上基準 

 当行の貸倒引当金は、次のとおり計上しております。 

 当中間連結会計期間末(平成 16 年９月末)の自己査定をベースとし、当第３四半期末(平成 16 年 12 月末)まで

に倒産、不渡り等の客観的な事実ならびに一定の基準に該当する債務者について、当行の定める自己査定基準

に基づいて算出した債権残高に対して、以下のとおり計上しております。 

 破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者(以下「破綻先」という。)に係る債権及びそ

れと同等の状況にある債務者(以下「実質破綻先」という。)に係る債権については、以下のなお書きに記載さ

れている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残

額を計上しております。 

 また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に係る債権

については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、

債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。 

 上記以外の債権については、当中間連結会計期間末(平成 16 年９月末)に適用した貸倒実績率等に基づき計上

しております。特定海外債権については、対象国の政治経済情勢等に起因して生ずる損失見込額を特定海外債

権引当勘定として計上しております。 

 なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証に

よる回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金

額は 44,184 百万円であります。 

 連結子会社の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案して必要と認めた額を、貸倒懸

念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ引き当てております。 

(6) 投資損失引当金の計上基準 

 投資損失引当金は、当中間連結会計期間末(平成 16 年９月末)の自己査定をベースとし、当第３四半期末(平

成 16 年 12 月末)までに倒産、不渡りなどの客観的な事実等があった有価証券発行会社について、予め定めてい

る償却・引当基準に則った見直しを行い計上しております。 

(7) 退職給付引当金の計上基準 

 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当第３四半期末において発生していると認められる額を計上しております。 

 また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の費用処理方法は以下のとおりであります。 

過去勤務債務 

 その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数(主として 10 年)による定額法により損益処理。 

数理計算上の差異 

 各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数(主として 10 年)による定額法によ

り按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から損益処理。 

(8) 外貨建資産・負債の換算基準 

 当行の外貨建資産・負債及び海外支店勘定は、四半期連結決算日の為替相場による円換算額を付しておりま

す。 
(9) リース取引の処理方法 

 当行並びに連結子会社のリース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 
(10) 重要なヘッジ会計の方法 
① 金利リスク・ヘッジ 

 当行の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における金融商品会計

基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」(日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 24 号)に規定す

る繰延ヘッジによっております。 

 ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺するヘッジについて、ヘッジ対象となる預金・貸出

金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を一定の(残存)期間毎にグルーピングのうえ特定し評価してお

ります。また、キャッシュ・フローを固定するヘッジについては、ヘッジ対象とヘッジ手段の金利変動要素
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の相関関係の検証により有効性の評価をしております。 

 また、当第３四半期末の四半期連結貸借対照表に計上している繰延ヘッジ損益のうち、「銀行業における金

融商品会計基準適用に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」(日本公認会計士協会業種別監査委員会報告

第 15 号)を適用して実施しておりました多数の貸出金・預金等から生じる金利リスクをデリバティブ取引を

用いて総体で管理する従来の「マクロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損益は、「マクロヘッジ」で指定したそれ

ぞれのヘッジ手段の残存期間・想定元本金額に応じ平成 15 年度から３年間にわたって、資金調達費用として

期間配分しております。 

 なお、当第３四半期末における「マクロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損失は 166 百万円であります。 

② 為替変動リスク・ヘッジ 

 当行の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外

貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」(日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第

25 号)に規定する繰延ヘッジによっております。 

 ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う資金

関連スワップ取引をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポ

ジション相当額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を評価しております。 
 資金関連スワップ取引とは、異なる通貨での資金調達・運用を動機として行われ、当該資金の調達又は運

用に係る元本相当額を直物買為替又は直物売為替とし、当該元本相当額に将来支払うべき又は支払を受ける

べき金額・期日の確定している外貨相当額を含めて先物買為替又は先物売為替とした為替スワップ取引であ

ります。 

 なお、一部の資産については、金利スワップの特例処理を行っております。 

(11) 消費税等の会計処理 
 当行並びに連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

(12) 法人税等の計上基準 
 連結子会社の法人税等の計上基準は法定実効税率に基づき計算しております。また連結子会社の税効果につ

いては、その他有価証券評価差額金の残高を除いて、当中間連結会計期間末(平成 16 年９月末)より原則見直し

を行っておりません。 

 

５．四半期連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 四半期連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、四半期連結貸借対照表上の「現金預け金」のうち

現金及び日本銀行への預け金であります。 
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Ⅵ．セグメント情報 
 

〔事業の種類別セグメント情報〕 

当四半期(自 平成 16 年４月１日 至 平成 16 年 12 月 31 日) 
(単位：百万円) 

 銀行業 
リース・ 
投資事業 

その他 
の事業 

計 
消 去 
又 は 
全 社 

連  結 

経常収益       

 (1)外部顧客に対する 
  経常収益 

55,821 5,653 1,788 63,264 ― 63,264 

 (2)セグメント間の 
  内部経常収益 

315 168 1,229 1,713 (1,713) ― 

計 56,137 5,822 3,018 64,978 (1,713) 63,264 

経常費用 43,928 5,522 2,707 52,158 (1,791) 50,367 

経常利益 12,208 299 310 12,819 77 12,896 

(注) １ 一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。 

２ 各事業の主な内容は次のとおりであります。 

(1) 銀行業・・・・・・・・銀行業 

(2) リース・投資事業・・・リース業及びベンチャーキャピタル業 

(3) その他の事業・・・・・クレジットカード、事務代行事業等 
 

前年同四半期(自 平成 15 年４月１日 至 平成 15 年 12 月 31 日) 

 平成 17 年３月期第１四半期より四半期決算の開示を行っているため、前年同四半期の情報は記載しておりま

せん。 

 

〔所在地別セグメント情報〕 

当四半期(自 平成 16 年４月１日 至 平成 16 年 12 月 31 日) 

 全セグメントの経常収益の合計額に占める本邦の割合が 90％を超えているため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。 
 

前年同四半期(自 平成 15 年４月１日 至 平成 15 年 12 月 31 日) 

 平成 17 年３月期第１四半期より四半期決算の開示を行っているため、前年同四半期の情報は記載しておりま

せん。 

 

〔海外経常収益〕 

当四半期(自 平成 16 年４月１日 至 平成 16 年 12 月 31 日) 

 海外経常収益が連結経常収益の 10％未満のため、海外経常収益の記載を省略しております。 
 

前年同四半期(自 平成 15 年４月１日 至 平成 15 年 12 月 31 日) 

 平成 17 年３月期第１四半期より四半期決算の開示を行っているため、前年同四半期の情報は記載しておりま

せん。 
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Ⅶ．連結自己資本比率（国際統一基準） 
 

                                                           <参考> 

 
平成 17 年３月末  

(予想値) 

前連結会計年度末 

(平成 16 年３月末)  

(実績) 

当中間連結会計期間末 

(平成 16 年９月末)  

(実績) 

連 結 自 己 資 本 比 率 １０.８％程度 １０.９９％ １１.０３％ 

連 結 Ｔ ｉ ｅ ｒ １ 比 率 ７.３％程度 ７.３２％ ７.５３％ 

(注) 上記予想値は、経営環境に関する前提条件の変化等に伴い変動することがあります。  
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〔ご参考〕 

 単 体 四 半 期 情 報  
 
 
 

１．平成 17 年３月期第３四半期の業績(単体) 

 

                                                           (億円)                            <参考>        (億円) 

   
平成 17 年３月期 
第３四半期実績 
(９カ月間) 

平成 17 年３月期 
通 期 公 表 値 
(12 カ月間) 

 

平成 16 年３月期 
通 期 実 績 
(12 カ月間) 

業 務 粗 利 益  ４５８   ６４９ 

 資 金 利 益  ４２６   ５６５ 

 役 務 取 引 等 利 益  ５６   ６９ 

 そ の 他 業 務 利 益  △２４   １３ 

経 費 (△) ３２１   ４０６ 

実 質 業 務 純 益  １３７   ２４２ 

一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 (△) ―   △６０ 

業 務 純 益  １３７   ３０２ 

臨 時 損 益  △１５   △１９６ 

 う ち 株 式 関 係 損 益  ２   △１８ 

 う ち 不 良 債 権 処 理 額 (△) １４   １７２ 

経 常 利 益  １２２ 
１４０ 
（１３０） 

 １０６ 

特 別 損 益  １８   △３ 

税引前四半期(当期)純利益  １４０   １０２ 

     

四 半 期 ( 当 期 ) 純 利 益  ８６ 
８５ 
（７５） 

 ６１ 

(注) １．決算計数の一部は、決算処理について一部「簡便な手続き」を採用して算出しております。 

   採用した会計処理基準に関する重要な事項は、８頁の「Ⅴ．四半期連結財務諸表作成のための基本となる重

要な事項」に記載しております。 

２．平成 17 年３月期通期公表値欄の上段の計数は今回業績予想を変更した後の金額、下段の( )書きの計数は

平成 16 年 11 月 19 日に公表した金額(変更前)であります。 

 

 
 

 当第３四半期の実質業務純益(一般貸倒引当金繰入額控除前の業務純益)は１３７億円となりました。また、経常利

益は１２２億円、四半期純利益は８６億円となり、当第３四半期の損益状況は予想を上回るペースで推移しておりま

す。したがって、平成１６年１１月１９日に公表した損益見通し(経常利益１３０億円、当期純利益７５億円)を、今

回、経常利益１４０億円、当期純利益８５億円に、それぞれ上方修正いたします。 
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２．四半期貸借対照表(単体) 
(単位：百万円、％) 

当 四 半 期 前年同四半期 (参考) 

(平成 17 年３月期
第３四半期末)

(平成 16 年３月期
第３四半期末)

増 減 前事業年度末 
(平成 16 年３月期末)科      目 

金    額 金    額 金    額 増減率 金    額 

( 資 産 の 部 )     

現金預け金 73,161 ―― ―― ―― 47,179 

コールローン 5,167 ―― ―― ―― 103,374 

買入金銭債権 9,529 ―― ―― ―― 8,217 

商品有価証券 1,562 ―― ―― ―― 1,282 

金銭の信託 35,106 ―― ―― ―― 11,714 

有価証券 1,414,500 ―― ―― ―― 1,308,032 

貸出金 2,321,416 ―― ―― ―― 2,253,191 

外国為替 4,925 ―― ―― ―― 5,934 

その他資産 26,743 ―― ―― ―― 24,201 

動産不動産 68,498 ―― ―― ―― 69,003 

繰延税金資産 10,341 ―― ―― ―― 17,184 

支払承諾見返 55,464 ―― ―― ―― 50,756 

貸倒引当金 △24,992 ―― ―― ―― △31,484 

投資損失引当金 △2 ―― ―― ―― △2 

資 産 の 部 合 計 4,001,421 ―― ―― ―― 3,868,585 

( 負 債 の 部 )     

預金 3,447,236 ―― ―― ―― 3,384,074 

譲渡性預金 125,472 ―― ―― ―― 121,612 

コールマネー 14,620 ―― ―― ―― 2,430 

債券貸借取引受入担保金 68,555 ―― ―― ―― 34,205 

借用金 32,000 ―― ―― ―― 32,000 

外国為替 64 ―― ―― ―― 98 

その他負債 21,074 ―― ―― ―― 16,863 

退職給付引当金 7,570 ―― ―― ―― 6,567 

再評価に係る繰延税金負債 14,782 ―― ―― ―― 12,326 

支払承諾 55,464 ―― ―― ―― 50,756 

負 債 の 部 合 計 3,786,842 ―― ―― ―― 3,660,935 

( 資 本 の 部 )     

資本金 33,076 ―― ―― ―― 33,076 

資本剰余金 23,942 ―― ―― ―― 23,942 

 資本準備金 23,942 ―― ―― ―― 23,942 

利益剰余金 113,168 ―― ―― ―― 105,265 

 利益準備金 7,049 ―― ―― ―― 6,781 

 任意積立金 96,134 ―― ―― ―― 90,834 

 四半期 
 (当期)未処分利益 

9,984 ―― ―― ―― 7,649 

土地再評価差額金 14,724 ―― ―― ―― 18,162 

その他有価証券評価差額金 29,967 ―― ―― ―― 27,419 

自己株式 △301 ―― ―― ―― △216 

資 本 の 部 合 計 214,578 ―― ―― ―― 207,650 

負債及び資本の部合計 4,001,421 ―― ―― ―― 3,868,585 

(注) １．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２．平成 16 年３月期第３四半期末の計数は、四半期決算を実施していないため記載しておりません。 
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３．四半期損益計算書(単体) 
(単位：百万円、％) 

当 四 半 期 前年同四半期 (参考) 

(平成 17 年３月期
第 ３ 四 半 期)

(平成 16 年３月期
第 ３ 四 半 期)

増 減 前事業年度 
(平成 16 年３月期)科      目 

金    額 金    額 金    額 増減率 金    額 

経常収益 56,084 ―― ―― ―― 75,046 

資金運用収益 45,477 ―― ―― ―― 60,005 

(うち貸出金利息) (32,098) ―― ―― ―― (44,252)

(うち有価証券利息 
 配当金) 

(13,185) ―― ―― ―― (15,261)

役務取引等収益 8,066 ―― ―― ―― 10,067 

その他業務収益 803 ―― ―― ―― 2,030 

その他経常収益 1,737 ―― ―― ―― 2,943 

経常費用 43,878 ―― ―― ―― 64,407 

資金調達費用 2,805 ―― ―― ―― 3,414 

(うち預金利息) (1,237) ―― ―― ―― (2,017)

役務取引等費用 2,464 ―― ―― ―― 3,114 

その他業務費用 3,266 ―― ―― ―― 660 

営業経費 33,340 ―― ―― ―― 42,155 

その他経常費用 2,002 ―― ―― ―― 15,061 

経常利益 12,206 ―― ―― ―― 10,639 

特別利益 4,176 ―― ―― ―― 1,258 

特別損失 2,371 ―― ―― ―― 1,598 

税引前 
四半期(当期)純利益 

14,010 ―― ―― ―― 10,299 

法人税、住民税 
及び事業税 

635 ―― ―― ―― 1,108 

法人税等調整額 4,711 ―― ―― ―― 3,090 

四半期(当期)純利益 8,663 ―― ―― ―― 6,100 

(注) １．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２．平成 16 年３月期第３四半期の計数は、四半期決算を実施していないため記載しておりません。 
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４．「金融再生法ベースのカテゴリーによる開示」(単体) 
 
 
  (金額単位：百万円) <参考>                  (金額単位：百万円)

 
当第３四半期末 

(平成16年 12月末)

前第３四半期末 

(平成15年 12月末)

前事業年度末 

(平成 16 年３月末)  

(実績) 

当中間会計期間末 

(平成 16 年９月末) 

(実績) 

破産更生債権及び 
これらに準ずる債権 

10,848 13,031 15,314 11,438 

危 険 債 権 22,218 42,228 33,098 24,102 

要 管 理 債 権 53,960 48,799 54,060 55,818 

小 計 
(Ａ) 

87,028 104,059 102,473 91,359 

総与信に占める比率 
(Ａ)÷(Ｂ) 

3.65％ 4.43％ 4.44％ 3.94％ 

正 常 債 権 2,291,580 2,240,899 2,204,768 2,225,399 

合 計 
(Ｂ) 

2,378,608 2,344,958 2,307,242 2,316,759 

(注) 上記の各第３四半期末の計数は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律施行規則」第４条に規定する各

債権のカテゴリーにより分類しておりますが、集計方法については以下の点につき事業年度末又は中間会計期間末に

開示する計数とは異なるため、計数は連続しておりません。 

１．各第３四半期末の「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」及び「危険債権」の金額は、中間会計期間末時点に

おける債務者区分(※)をベースとし、第３四半期中に倒産、不渡り、民事再生法申請等の客観的な事実ならびに一

定の基準に該当する債務者について、当行の定める自己査定基準に基づき債務者区分の見直しを行っております。 

  また、与信残高、償却・引当見込額、回収額及び担保処分見込額等の第３四半期中の変動を勘案しております。 

  なお、新たに「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」と認められる金額のうち、無価値と認められる部分につ

いては直接償却相当額として当該金額を減額しております。 
 

 ※債務者区分との関係 ： 破産更生債権及びこれらに準ずる債権(実質破綻先、破綻先の債権) 

 危険債権(破綻懸念先の債権) 

 要管理債権(要注意先のうち、利払いが３カ月以上延滞しているか、又は貸出条件を

緩和している債権) 
 

２．各第３四半期末の「要管理債権」の金額は、同様に、中間会計期間末における金額をベースとし「３カ月以上延

滞している債権」及び「貸出条件を緩和している債権」の第３四半期中の新規発生額を加算し、その解消を減算し

ております。さらに、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」及び「危険債権」に変更になった金額を減算して

おります。また、第３四半期中の債権の増減額を勘案しております。 
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５．時価のある有価証券の評価差額(単体) 

 (単位：百万円) 

  当第３四半期末(平成 16 年 12 月末) 前第３四半期末(平成 15 年 12 月末) 
      

  
時価 評価差額 

うち益 うち損 
時価 評価差額 

うち益 うち損 

そ の 他 有 価 証 券 1,380,131 51,141 59,944 8,803 1,236,512 32,463 45,886 13,423

 株 式 151,953 42,119 46,801 4,682 144,099 27,966 33,105 5,139

 債 券 804,590 10,339 10,894 554 799,180 5,095 10,219 5,124

 そ の 他 423,587 △1,317 2,247 3,565 293,231 △597 2,561 3,159
 

< 参 考 >                                                                                      (単位：百万円) 

  前事業年度末(平成 16 年３月末) 当中間会計期間末(平成 16 年９月末) 
      

  
時価 評価差額 

うち益 うち損 
時価 評価差額 

うち益 うち損 

そ の 他 有 価 証 券 1,277,465 46,029 57,386 11,357 1,335,764 41,094 51,714 10,620

 株 式 151,407 39,913 44,907 4,993 141,493 32,410 39,218 6,807

 債 券 811,754 4,799 9,133 4,333 797,673 9,109 10,041 931

 そ の 他 314,303 1,315 3,345 2,030 396,597 △426 2,454 2,880

 (注) １．各四半期末(又は事業年度末・中間会計期間末)の「評価差額」並びに「うち益」「うち損」は、それぞれ各四

半期末(又は事業年度末・中間会計期間末)時点の帳簿価額(償却原価法適用後、ただし減損処理後。)と時価との

差額を計上しております。 

  なお、当第３四半期中(自平成 16 年４月１日 至平成 16 年 12 月 31 日)の減損額は－百万円、前年同四半期中

(自平成 15 年４月１日 至平成 15 年 12 月 31 日)の減損額は 6,405 百万円、前事業年度中(自平成 15 年４月１日 

至平成 16 年３月 31 日)の減損額は 1,348 百万円、当中間会計期間中(自平成 16 年４月１日 至平成 16 年９月

30 日)の減損額は－百万円であります。 

２．有価証券のほか、その他資産中の投資事業組合出資金も含めて記載しております。 

３．なお、満期保有目的の債券、子会社・関連会社株式で時価のあるものはありません。   

 

 

６．デリバティブ取引(単体) 
 
 

 (1) 金利関連取引 

     (単位：百万円) 

当第３四半期末(平成 16 年 12 月末) 前第３四半期末(平成 15 年 12 月末) 
区分 種  類 

契約額等 時  価 評価損益 契約額等 時  価 評価損益 

取引所 ――――― ― ― ― ― ― ―

金 利 ス ワ ッ プ ― ― ― ― ― ―
店 頭 
そ の 他 ― ― ― ― ― ―

 合 計  ― ― ― ―
 

< 参 考 >                                                                                      (単位：百万円) 

前事業年度末(平成 16 年３月末) 当中間会計期間末(平成 16 年９月末) 
区分 種  類 

契約額等 時  価 評価損益 契約額等 時  価 評価損益 

取引所 ――――― ― ― ― ― ― ―

金 利 ス ワ ッ プ ― ― ― ― ― ―
店 頭 
そ の 他 ― ― ― ― ― ―

 合 計  ― ― ― ―

 (注) 「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」(日本公認会計士協会業種別監査委

員会報告第 24 号)等に基づき、ヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。 
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 (2) 通貨関連取引 

     (単位：百万円) 

当第３四半期末(平成 16 年 12 月末) 前第３四半期末(平成 15 年 12 月末) 
区分 種  類 

契約額等 時  価 評価損益 契約額等 時  価 評価損益 

取引所 通 貨 先 物 ― ― ― ― ― ―

通 貨 ス ワ ッ プ 91,931 4,051 4,051 34,278 3,071 3,071

為 替 予 約 6,233 27 27 8,122 73 73店 頭 

通貨オプション 1,799 ― 2 ― ― ―

 合 計  4,078 4,081 3,145 3,145
 

< 参 考 >                                                                                      (単位：百万円) 

前事業年度末(平成 16 年３月末) 当中間会計期間末(平成 16 年９月末) 
区分 種  類 

契約額等 時  価 評価損益 契約額等 時  価 評価損益 

取引所 通 貨 先 物 ― ― ― ― ― ―

通 貨 ス ワ ッ プ 39,040 2,471 2,471 79,920 △280 △280

為 替 予 約 9,351 71 71 5,535 △17 △17店 頭 

通貨オプション ― ― ― 447 ― 1

 合 計  2,543 2,543 △298 △297

(注) 上記取引については時価評価を行い、評価損益を四半期損益計算書(又は損益計算書・中間損益計算書)に計上して

おります。 

 なお、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」(日本公認会計士協会業種別

監査委員会報告第 25 号)等に基づきヘッジ会計を適用している資金関連スワップ取引については、上記記載から除い

ております。  

 

 (3) 株式関連取引 

 該当ありません。 

 

 (4) 債券関連取引 

     (単位：百万円) 

当第３四半期末(平成 16 年 12 月末) 前第３四半期末(平成 15 年 12 月末) 
区分 

契約額等 時  価 評価損益 契約額等 時  価 評価損益 

取 引 所 6,084 △5 △5 ― ― ―

店 頭 ― ― ― ― ― ―

合 計  △5 △5 ― ―
 

< 参 考 >                                                                                      (単位：百万円) 

前事業年度末(平成 16 年３月末) 当中間会計期間末(平成 16 年９月末) 
区分 

契約額等 時  価 評価損益 契約額等 時  価 評価損益 

取 引 所 ― ― ― ― ― ―

店 頭 ― ― ― ― ― ―

合 計  ― ― ― ―

 (注) 上記取引については時価評価を行い、評価損益を四半期損益計算書(又は損益計算書・中間損益計算書)に計上し

ております。なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。 

 

 (5) 商品関連取引 

 該当ありません。 

 

 (6) その他 

 該当ありません。 
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７．預金・貸出金の残高(単体) 
 
 
  (単位：百万円) <参考>      (単位：百万円)

 
当第３四半期 

(平成 16 年 12 月期)

前第３四半期 

(平成 15 年 12 月期)

前事業年度 

(平成 16 年３月期) 

当中間会計期間 

(平成 16 年９月期)

( 期 末 残 高 ) 3,447,236 3,398,800 3,384,074 3,397,789 
預 金 

(期中平均残高) 3,397,564 3,394,101 3,383,104 3,398,569 

( 期 末 残 高 ) 125,472 125,755 121,612 120,756 譲 渡 性 
預 金 (期中平均残高) 125,453 106,739 111,633 126,148 

( 期 末 残 高 ) 2,321,416 2,293,438 2,253,191 2,259,355 
貸 出 金 

(期中平均残高) 2,250,340 2,256,639 2,264,653 2,240,456 

 

 

 

８．消費者ローン残高(単体) 
 
 
  (単位：百万円) <参考>      (単位：百万円)

 
当第３四半期末 

(平成 16 年 12 月末)

前第３四半期末 

(平成 15 年 12 月末)

前事業年度末 

(平成 16 年３月末) 

当中間会計期間末

(平成 16 年９月末)

消 費 者 ロ ー ン 649,275 612,550 619,322 637,857 

 住 宅 ロ ー ン 603,423 562,395 569,926 590,731 

 そ の 他 ロ ー ン 45,852 50,155 49,396 47,125 

(注) 住宅ローンには、地方公共団体制度融資(住宅資金)・協定住宅融資等の住宅関連融資を含めて記載しております。 

 

 

 

９．中小企業等貸出比率(単体) 
 
 
  (単位：％) <参考>         (単位：％)

 
当第３四半期末 

(平成 16 年 12 月末)

前第３四半期末 

(平成 15 年 12 月末)

前事業年度末 

(平成 16 年３月末) 

当中間会計期間末

(平成 16 年９月末)

中 小 企 業 等 貸 出 比 率 78.78 79.00 79.14 79.65 

(注) 中小企業等とは、資本金３億円(ただし、卸売業は１億円、小売業、サービス業は５千万円)以下の会社又は常用す

る従業員が 300 人(ただし、卸売業は 100 人、小売業は 50 人、サービス業は 100 人)以下の会社及び個人であります。 
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